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  平成 16 年１月期     決算短信（非連結）            平成 16 年 3月 29 日 
上場会社名  株式会社日本ケアサプライ                       上場取引所 東証マザーズ 
コード番号  2393                                           本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.caresupply.co.jp） 

代  表  者 代表取締役社長    渡邉 勝利 

問合せ先責任者 常務取締役管理本部長  大西 研一       TEL(03) 5251－3151 

決算取締役会開催日 平成 16 年 3 月 29 日            中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成 16 年 4 月 27 日            単元株制度の有無  無 

親会社名 三菱商事株式会社（コード番号：8058） 親会社における当社の議決権保有比率 74.03％ 

 

１． 平成 16 年 1 月期の業績(平成 15 年 2 月 1 日～平成 16 年 1 月 31 日) 

(1)経営成績               (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

16 年 1 月期 

15 年 1 月期 

         百万円            ％

     11,920            25.0

      9,534            54.9

 百万円             ％ 

  2,812          116.8   

 1,297             ― 

百万円            ％ 

2,932          107.7 

1,412            ― 
 

 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

1株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 
総資本 

経常利益率

売上高 

経常利益率

 

16 年 1 月期 

15 年 1 月期 

百万円    ％ 

1,615   △12.8 

1,853       ― 

    円      銭

39,749     70

46,330     54

   円      銭  

―    ― 

―    ― 

        ％ 

     87.1 

   2,421.5 

       ％ 

    25.4 

    14.9 

       ％ 

    24.6 

    14.8 

(注) ①持分法損益      16 年 1 月期     ― 百万円   15 年 1 月期     ― 百万円   

②期中平均株式数 16 年 1 月期      40,652株   15年 1月期      40,000株 
③会計処理の方法の変更     有 

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)配当状況 

1株当たり年間配当金  

 中間 期末 

配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率 

 

16 年 1 月期 

15 年 1 月期 

   円   銭 

4,000    00 

―     ― 

  円   銭

―     ― 

  ―     ― 

  円     銭

4,000   00 

  ―    ― 

      百万円

      163 

      ― 

         ％ 

      10.1 

       ― 

         ％ 

       6.1 

       ― 

(3)財政状態 

  総資産  株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 
 

16 年 1 月期 

15 年 1 月期 

               百万円 

         12,521 

         10,567 

               百万円

           2,705  

           1,003 

                  ％ 

             21.6 

              9.5 

         円       銭 

     66,103     75 

     25,078     53 

(注) ①期末発行済株式数 16 年 1 月期      40,925 株         15 年 1 月期      40,000 株 

②期末自己株式数   16 年 1 月期           0 株         15 年 1 月期            0 株 

(4)キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 
 

16 年 1 月期 

15 年 1 月期 

            百万円 

 2,508  

      1,470 

             百万円 

        △2,102 

        △1,179 

             百万円 

             35 

          △150 

             百万円

724 

            283 

 

２．平成 17 年 1 月期の業績予想(平成 16 年 2 月 1日～平成 17 年 1 月 31 日) 

   １株当たり年間配当金   

売上高 
 

経常利益 
 

当期純利益 
期末  

 

中間期 

通 期 

          百万円 

 6,212 

12,644 

       百万円 

 1,589 

 3,019 

        百万円 

 862 

 1,639 

     円     銭 

―     ― 

7,300    00 

     円     銭

―     ― 

7,300    00 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 36,483 円 02 銭 
（注）平成 16 年２月 27 日時点の発行済株式数 44,925 株を使用して計算しております。 

上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の経済環境予想等に基づいて作成したものであり、実際の業績

は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料５頁を

ご参照ください。 

 



－  － 
 

2

１．企業集団の状況 
 
当社の親会社である三菱商事は、平成 16年 1月末日現在で、当社の保有株式比率が 74.03％であります。 
事業上の関係は割賦売買取引基本契約を結んでおりましたが、平成 15年 10月 31日をもちまして、解消しており

ます。これにより当期 12 月以降の新規レンタル資産の取得につきましては、すべて福祉用具メーカーとの直接取引
となっております。 

 
２．経営方針 
 
（1）会社の経営の基本方針 
 当社は、介護保険制度下の福祉用具サービスの安定供給を目指し、指定居宅サービス事業者向けに福祉用具のレン

タル卸サービス事業及び販売卸事業を行っております。 
 当社が行う福祉用具レンタル卸サービス事業は、指定居宅サービス事業者のニーズに応えた新しいビジネスモデル

です。当社は、福祉用具メーカーとの間に位置し、厚生労働大臣が定めた介護保険の給付対象となる福祉用具レンタ

ル対象 12 品目を全国の指定居宅サービス事業者へレンタル基本契約を締結のうえ貸し出し、さらに指定居宅サービ
ス事業者から、要介護認定または要支援認定を受けた介護保険利用者に貸与されます。貸与された福祉用具は、使用

後、当社にて洗浄、消毒、保守、点検等のサービスを行い、再びレンタル品として指定居宅サービス事業者を通じ、

介護保険利用者に提供されます。また、福祉用具レンタル卸サービス事業のほか、厚生労働大臣の定めた介護保険の

給付対象となる福祉用具販売対象 5品目を全国の指定居宅サービス事業者へ販売しております。 
 上記事業を推進するにあたって、当社は、「安心できる商品の供給と真心のこもったサービスの提供による高齢社

会への貢献」を経営理念とし、高齢社会の幅広いニーズに応えるため、差別化された競争力のある商品・サービスの

提供に取り組んでおります。 
 
（2）会社の利益配分に関する基本方針 
当社は株主に対する利益の還元を経営の重要な施策と位置付けており、業績に対応した配当を行うことを基本とし

ております。また、今後の業容の拡大をはかるため、設備投資を積極的に行うなど経営基盤を強化する観点から、内

部留保を充実させることも併せて勘案したうえで、配当を決定する方針をとっております。 

 
（3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
 投資単位の引下げに関しましては、株式の流動性を高め、投資家層の拡大に寄与する有用な施策であると考えてお

ります。当社は、平成 16 年２月東京証券取引所マザーズに上場いたしましたが、上場後まだ日が浅いため、株価の
推移や売買の出来高、株主数に注視し、慎重に対応を検討してまいりたいと考えております。 
 
（4）目標とする経営指標 
 成長途上の企業であるとの認識に立ち、中長期的な売上・利益の成長、レンタル資産の劣化対応策実施による高稼

動率の維持、新規事業の具体的企画と立案を目標に掲げ、企業価値の最大化を目指しております。 
 
（5）中長期的な会社の経営戦略 
 当社は、中期的な経営ビジョンとして、高齢社会のニーズに応える最適商品の調達と効率的運用による業績の安定

化、IT 化推進による経営の効率化と透明性の確保、財務構造・体質の強化と資本の効率的運用を掲げ、経営基盤の
強化に取り組んでおります。 
 福祉用具レンタル業界のパイオニアとして、当社は、①全国を網羅する 55 箇所の営業拠点ネットワーク、②福祉
用具メーカー、契約事業者を対象とした IT ネットワーク（電子商取引システム“e-KaigoNet”）、③三菱商事グルー
プ企業としてのビジネスネットワークを有しております。この 3つのネットワーク力を基盤に、引き続き豊富な商品
ラインナップ、利用者のニーズに合わせたオリジナル商品の開発を進めるとともに、最新鋭の設備と万全なサービス

体制による徹底した品質管理、レンタル資産の高稼動率の維持を通じて、競争力・収益力を更に高めるべく努力して

まいります。 
 また、今後については、将来的なシルバーサービスの広がりを見据えつつ、当社がこれまで築き上げてきたネット

ワーク力を活かして、付加価値の増大が期待できる新たなビジネス領域に進出することも検討してまいりたいと考え

ております。 
 
（6）会社の対処すべき課題 
介護保険法施行後約 4年が経過し、介護保険制度に関して社会への浸透が進み、在宅サービス受給者も着実に増加

している当業界におきましては、今後業界全体としてサービス内容の質の充実がますます重要な問題になると認識し

ております。 

こうした状況のなかで、当社は来期も引き続きコアビジネスである福祉用具レンタル卸サービス事業の付加価値向

上を目指してまいります。具体的には当社オリジナル製品の更なる拡充、標準の遵守による品質管理の徹底、社団法

人シルバーサービス振興会が新たに導入を計画している「消毒工程管理認定制度」への積極的参画、第三者評価への

対応、基幹統合システムの再構築による営業データベースの充実等により後方支援サービスの更なる質の強化を推進

してまいります。 

平成 17 年に介護保険制度改定が予定され、適正化の観点より、要支援及び要介護度の低い介護保険利用者への介

護予防やリハビリテーションのあり方、在宅と施設のあり方、小規模多機能ホームへの多様化等が討議されておりま

す。在宅サービスでの環境整備の軸として、福祉用具貸与サービスの役割はますます期待されるものと判断しており

ます。このような外部環境に対応し、当社は介護保険制度に限定されない新たな高齢者対象の新規ビジネス創出にむ

けての体制整備に努めてまいる所存であります。 



 
（7）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
 コーポレートガバナンスが有効に機能することが求められるなか、当社は、経営の透明性、公正性の確保及び意思

決定の迅速化をはかるため、現行、下記の経営体制で運営しております。 
 

選任 
解任 

 
取締役会 
取締役 10名 

 
代表取締役 

 
サービス本部 

 
監査役会 
監査役 4名 

監査

選任、解任 選任、解任

選任、監督

内部監査 

 
会計監査人 

業務監査 

会計監査 

 
営業本部 

 
管理本部 

 
経営会議 

全国拠点営業所 

 
株主総会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
○取締役会 
 常勤取締役 6 名、非常勤取締役 4 名で構成し、法定事項及び経営上の特に重要な事項について審議いたし
原則として月１回開催しております。 
○監査役 
 常勤監査役 1名、非常勤監査役 3名で構成し、取締役会のほか重要な会議に出席し、取締役の職務遂行を
る体制にあります。 
○監査室 
 業務の実態を監査し、適正な業務活動の確保と経営管理を行うため、社長直轄の部署である監査室によっ

監査を実施しております。 
○経営会議 
 常勤取締役及び議題毎に必要な人員が参加し、経営方針、目標、計画その他経営上基本的または重要な事

て協議、検討しており、原則として月１回以上開催しております。 
 
（8）関連当事者（親会社等）との関係に関する基本方針 
 当社の親会社は三菱商事株式会社であり、同社は当社の株式を 30,300 株(議決権比率 74.03％)保有してお

 当社は、三菱商事株式会社から介護用機器の購入を行っておりましたが、当期４月より一部のレンタル資

福祉用具メーカーとの直接取引を開始しており、当期 12 月以降の新規レンタル資産の取得につきましては
福祉用具メーカーとの直接取引となっております。 
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３．経営成績及び財政状態 
 
（1）経営成績  
当事業年度におけるわが国経済は、年度当初には世界経済の先行きを巡る不透明感により、景気は横這いの動きを

続けましたが、米国をはじめ世界経済が回復する中で、輸出や生産が再び緩やかに増加していくとともに、企業収益

の改善が続き、設備投資も増加するなど、民需中心に緩やかに回復していくものと見込まれます。 
こうした結果、平成 15年度経済全体として見ますと、国内総生産の実質成長率は、2.0％程度（名目成長率は 0.1％

程度）になると見込まれています。 
一方、介護保険につきましては平成 15 年４月より施行４年目となり、その利用額は当初の予想を上回る伸びで推

移しており、同年 12 月には月額 4,700 億円に達しました。特に福祉用具貸与サービスについては本年４月より新た
に５つの用具が介護保険対象に加わる中、本年 12月の利用額は 123億円(昨年同月比 28％増)に達し、他介護サービ
スに比較し最も高い伸び率を示しました。福祉用具貸与サービス利用者数の増加にともない、行政におきましても利

用者への適正な福祉用具の貸与、用具に対する適切な洗浄・消毒、保管の実施といった利用者保護の観点からのサー

ビス是正の指導も強化されつつあります。 
このような状況の中で、当社は全国ネットでの当社契約事業者に対する後方支援として福祉用具のレンタル卸サー

ビス業におきまして拠点の拡充を行い、当期新たに６拠点開設した結果、拠点数は全国５５拠点(９支店、43営業所、
３サテライト)となり、ほぼ全国体制を整備いたしました。また、当社では本年５月にはサービス本部を新設し、レン
タル資産の補修サービス強化、洗浄・消毒・保管工程における更なるレベルアップを含めた標準化等に努め、より清

潔で安心な福祉用具のレンタル供給に努めてまいりました。 さらに、当社は従来よりオリジナル商品の開発を進め

ておりますが、当期も介護用車いす、段差解消機といった他社製品にない特徴を備えたオリジナル商品を上市し、当

社と取引のある福祉用具貸与事業者が利用者やケアマネージャーからより高い評価を得るための後方支援に努めて

まいりました。 
資金面におきましては従来レンタル資産の取得に当たっては、三菱商事株式会社より割賦購入しておりましたが、

期中（平成 15年 ４月）より福祉用具メーカーとの直接購入を順次実施し、手元資金の適正化および負債の圧縮を図
りました。 
この結果、当事業年度の売上高は 11,920百万円（前期比 25.0％増）となり、また損益面においては経常利益 2,932

百万円（前期比 107.7％増）を計上いたしました。当期純利益につきましては、法人税等の負担の増加により 1,615
百万円（前期比 12.8％減）となりました。 

 
（2）財政状態 
当事業年度のキャッシュ・フローの状況 
当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャシュ・フローが 2,508百
万円の資金増、投資活動によるキャッシュ・フローが 2,102百万円の資金減、財務活動によるキャッシュ・フローが
35 百万円の資金増となりました。その結果、当事業年度の資金残高は 724 百万円となり、前事業年度末に比べ 441
百万円増加しております。 
当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果増加した資金は 2,508百万円であり、前期に比べ 1,038百万円（前年同期比 70.6％増加）の収入増
となりました。この主な要因は、レンタル資産取得による支出 4,574百万円の資金流出があったものの、税引前当期
純利益 2,933百万円、減価償却費 3,988百万円が計上されたこと等によるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果減少した資金は 2,102百万円であり、前期に比べ 923百万円（前年同期比 78.3％増加）の支出増と

なりました。この主な要因は、短期貸付による支出 1,800百万円、有形固定資産の取得による支出 164百万円があっ
たこと等によるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果増加した資金は 35百万円でありました。これは、短期借入金の返済 49百万円の資金の流出があっ
たものの、株式の増資による 85百万円の資金流入があったことによるものであります。 

 
なおキャッシュ・フロー指標のトレンドは次の通りです。 

第 5期 第 6期 決算期 
平成 15年 1月期 平成 16年 1月期 

自己資本比率 9.5％ 21.6％ 
時価ベースの自己資本比率 － － 
債務償還年数 0.03年 － 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 13,544.97 160,901.15 
 (注)自己資本比率：自己資本／総資産 
   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※時価ベースの自己資本比率につきましては、平成 16 年 2 月 27 日に東証マザーズに上場したため、記載
しておりません。 

※第 6期の債務償還年数については有利子負債残高が存在しないため、記載しておりません。 
※営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は貸借対照表に計上している負債のうち利子を払っているすべての負債を対象として

おります。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使用しております。 



－  － 
 

5

 
（3）次期の見通し 
わが国経済は、生産や設備投資の緩やかな増加が続き、個人消費にも徐々に明るさが及んでいくことが期待され、

引き続き民需中心の緩やかな回復過程を辿るものと見込まれます。一方、需要の回復等に加え、デフレ圧力は徐々に

低下していくと見込みますが、デフレ傾向は依然として継続するおそれがあり、景気の行方は必ずしも予断を許さな

い状況にあります。 

こうしたなか、当社といたしましては、厚生労働省の要介護認定者数の増加、福祉用具利用率の上昇を見込むとと

もに、コアビジネスである福祉用具レンタル卸サービスの付加価値向上に努め、市場シェアの維持拡大を図ってまい

ります。また、レンタル資産稼働率につきましては、当期の実績推移及び今後の主要福祉用具メーカーの新商品開発

等の影響も考慮し、概ね前期と同様の水準を維持すると見込んでおります。 

次期の業績見通しにつきましては、売上高 12,644 百万円、経常利益 3,019 百万円、当期純利益 1,639 百万円を予

定しております。 
    
※次期見通しに関する留意事項 
上記の業績見通しは、当社が現時点で入手可能な情報による判断、仮定等に基づいて作成しております。今後の国

内外の経済情勢、当社事業運営における状況の変化、見通しに内在する様々な要素や潜在リスク等の要因により、結

果的に実際の業績が見通しと大きく異なることがあります。 
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４．個別財務諸表等 

 
(1）貸借対照表 

  
前事業年度 

（平成15年１月31日） 
当事業年度 

（平成16年１月31日） 
比較増減 
(△印減) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  283,710 724,895 441,185

２．売掛金  23,199 25,914 2,714

３．レンタル未収入金  1,363,066 1,652,286 289,219

４．商品  57,140 75,784 18,643

５．貯蔵品  59,379 72,264 12,885

６．前払費用  57,072 74,313 17,241

７．繰延税金資産  465,611 411,011 △54,600

８．短期貸付金  800,000 2,600,000 1,800,000

９．未収入金  16,644 8,393 △8,251

10．その他  7,264 24,796 17,532

貸倒引当金  △62,867 △43,600 19,267

流動資産合計  3,070,223 29.1 5,626,061 44.9 2,555,837

Ⅱ 固定資産   

(1)有形固定資産   

１．レンタル資産  13,645,059 16,396,087  

減価償却累計額  7,046,254 6,598,805 10,561,132 5,834,955 △763,850

２．建物  192,148 261,726  

減価償却累計額  26,561 165,587 39,524 222,201 56,614

３．構築物  1,340 1,340  

減価償却累計額  35 1,304 95 1,244 △60

４．機械装置  60,431 158,262  

減価償却累計額  6,993 53,437 21,920 136,341 82,903

５．車両運搬具  － 560  

減価償却累計額  － － 31 528 528

６．器具備品  179,467 194,001  

減価償却累計額  49,961 129,506 71,887 122,113 △7,392

７．土地  58,130 58,130 －

８．建設仮勘定  10,542 － △10,542

有形固定資産合計  7,017,313 66.4 6,375,516 50.9 △641,797



  
前事業年度 

（平成15年１月31日） 
当事業年度 

（平成16年１月31日） 
比較増減 
(△印減) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）

(2)無形固定資産   

１．特許権  510 435 △75

２．商標権  1,699 3,663 1,964

３．ソフトウェア  205,787 190,356 △15,431

無形固定資産合計  207,997 1.9 194,455 1.6 △13,541

(3)投資その他の資産   

１．長期前払費用  64,085 59,823 △4,262

２．従業員長期貸付金  － 2,426 2,426

３．繰延税金資産  53,032 67,891 14,858

４．差入保証金  141,510 191,089 49,579

５．その他  13,411 5,650 △7,761

貸倒引当金  － △1,250 △1,250

投資その他の資産合計  272,040 2.6 325,631 2.6 53,590

固定資産合計  7,497,350 70.9 6,895,602 55.1 △601,748

資産合計  10,567,574 100.0 12,521,663 100.0 1,954,089
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前事業年度 

（平成15年１月31日） 
当事業年度 

（平成16年１月31日） 
比較増減 
(△印減) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金 ※２ 63,032 83,870 20,837

２．一年内支払予定割賦未払金 ※2,3 3,210,688 3,335,506 124,817

３．レンタル資産購入未払金  13,319 643,709 630,390

４．短期借入金  49,911 － △49,911

５．未払金  466,079 820,926 354,847

６．未払法人税等  42,981 1,278,031 1,235,050

７．預り金  7,086 36,043 28,956

８．賞与引当金  111,753 138,782 27,028

９．レンタル資産保守引当金  474,876 509,143 34,267

10．その他  22,688 22,353 △334

流動負債合計  4,462,416 42.2 6,868,367 54.9 2,405,950

Ⅱ 固定負債   

１．割賦未払金 ※2,3 4,869,174 2,649,962 △2,219,212

２．退職給付引当金  83,962 113,548 29,586

３．役員退職慰労引当金  － 6,000 6,000

４．長期預り保証金  148,879 178,489 29,609

固定負債合計  5,102,016 48.3 2,947,999 23.5 △2,154,016

負債合計  9,564,433 90.5 9,816,367 78.4 251,934
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前事業年度 

（平成15年１月31日） 
当事業年度 

（平成16年１月31日） 
比較増減 
(△印減) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※１ 2,000,000 18.9 － － △2,000,000

Ⅱ 欠損金   

１．当期未処理損失  996,858 －  △996,858

欠損金合計  996,858 △9.4 － － △996,858

資本合計  1,003,141 9.5 － － △1,003,141

   

Ⅰ 資本金 ※１ － － 2,043,125 16.3 2,043,125

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  － 43,125  43,125

資本剰余金合計  － － 43,125 0.4 43,125

Ⅲ 利益剰余金   

１．当期未処分利益  － 619,046  619,046

利益剰余金合計  － － 619,046 4.9 619,046

資本合計  － － 2,705,296 21.6 2,705,296

負債・資本合計  10,567,574 100.0 12,521,663 100.0 1,954,089
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（２）損益計算書 

  
前事業年度 

（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
  至 平成16年１月31日） 

比較増減 
(△印減) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）

Ⅰ 売上高   

１．レンタル売上高  9,299,493 11,514,960  

２．商品売上高  234,798 9,534,291 100.0 405,377 11,920,337 100.0 2,386,045

Ⅱ 売上原価   

１．レンタル売上原価  5,876,938 6,215,521 

２．商品売上原価   

商品期首たな卸高  55,412 57,140  

当期商品仕入高  197,173 372,661  

合計  252,585 429,801  

商品期末たな卸高  57,140 195,444 75,784 354,017 

売上原価合計  6,072,383 63.7 6,569,538 55.1 497,155

売上総利益  3,461,908 36.3 5,350,798 44.9 1,888,890

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3,4 2,164,431 22.7 2,538,023 21.3 373,591

営業利益  1,297,476 13.6 2,812,775 23.6 1,515,298

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  191 576  

２．ソフトウェア使用料  27,958 30,186  

３．レンタル資産修繕収入  38,520 49,780  

４．カタログ販売収入  27,871 30,291  

５．雑収入  20,724 115,266 1.2 11,068 121,903 1.0 6,636

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  71 15  

２．貸倒損失  － 1,100  

３．雑損失  503 575 0.0 1,159 2,275 0.0 1,699

経常利益  1,412,167 14.8 2,932,403 24.6 1,520,235
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前事業年度 

（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日  
  至 平成16年１月31日） 

比較増減 
(△印減)

区分 
注記 
番号 

 
金額（千円） 

 

百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）

Ⅵ 特別利益   

１．貸倒引当金戻入益  － － 19,267 19,267 0.2 19,267

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※１ 10,745 301  

２．固定資産売却損 ※２ － 8,330  

３．退職給付費用  23,863 －  

４．ゴルフ会員権評価損  － 5,361  

５．過年度役員退職慰労引当金
繰入額 

 － 34,608 0.4 4,000 17,993 0.2 △16,615

税引前当期純利益  1,377,559 14.4 2,933,677 24.6 1,556,118

法人税、住民税及び事業税  42,981 1,278,031  

法人税等調整額  △518,643 △475,662 △5.0 39,741 1,317,772 11.0 1,793,435

当期純利益  1,853,221 19.4 1,615,904 13.6 △237,317

前期繰越損失  2,850,080 996,858 △1,853,221

当期未処分利益又は 
当期未処理損失（△）  △996,858 619,046 1,615,904
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レンタル売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

比較増減 
(△印減)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）

Ⅰ 労務費   

給与手当  324,584 457,749  

外注労務費  181,077 263,821  

保守引当金繰入額  474,876 34,267  

その他  132,583 1,113,122 18.9 191,666 947,505 15.2 △165,616

Ⅱ 経費   

減価償却費  3,631,347 3,921,676  

地代家賃  327,885 395,008  

その他  804,583 4,763,816 81.1 951,330 5,268,015 84.8 504,199

レンタル売上原価  5,876,938 100.0 6,215,521 100.0 338,582
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（３）キャッシュ・フロー計算書 

  
前事業年度 

（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日）

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
 至 平成16年１月31日） 

比較増減
(△印減) 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前当期純利益  1,377,559 2,933,677 1,556,118

減価償却費 ※２ 3,666,090 3,988,445 322,354

長期前払費用償却額  37,788 48,208 10,419

貸倒引当金の増加額（△減少額）  60,306 △18,017 △78,323

賞与引当金の増加額  32,494 27,028 △5,465

レンタル資産保守引当金増加額  474,876 34,267 △440,608

退職給付引当金の増加額  56,297 29,586 △26,711

役員退職慰労引当金の増加額  － 6,000 6,000

レンタル資産除却損  21,657 13,568 △8,089

固定資産除却損  10,745 301 △10,444

固定資産売却損  － 8,330 8,330

ゴルフ会員権評価損  － 5,361 5,361

受取利息  △191 △576 △384

支払利息  71 15 △56

売上債権の増加額  △383,463 △291,934 91,529

未収入金の減少額  10,610 8,694 △1,916

たな卸資産の減少額（△増加額）  2,563 △31,199 △33,762

レンタル資産取得による支出 ※３ △4,020,432 △4,574,076 △553,644

仕入債務の増加額（△減少額）  △8,921 20,837 29,759

未払金の増加額  99,624 315,770 216,145

前払費用の増加額  △8,368 △17,241 △8,872

長期預り保証金の増加額  61,387 29,609 △31,777

その他  11,227 14,054 2,827

小計  1,501,923 2,550,713 1,048,790

利息の受取額  174 571 396

利息の支払額  △108 △15 92

法人税等の支払額  △31,940 △42,981 △11,040

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,470,048 2,508,288 1,038,239



  
前事業年度 

（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日）

当事業年度 
(自 平成15年２月１日 
 至 平成16年１月31日） 

比較増減 
(△印減) 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

短期貸付金の純増加額  △800,000 △1,800,000 △1,000,000

有形固定資産の取得による支出  △202,797 △164,916 37,880

無形固定資産の取得による支出  △112,169 △37,911 74,258

長期前払費用の取得による支出  △28,723 △48,303 △19,579

保証金の差入れによる支出  △26,230 △49,266 △23,036

差入保証金の返還による収入  4,320 60 △4,260

その他投資の取得による支出  △13,411 － 13,411

その他  － △2,426 △2,426

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,179,012 △2,102,764 △923,751

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入による収入  244,911 － △244,911

短期借入金の返済による支出  △394,999 △49,911 345,087

株式の発行による収入  － 85,723 85,723

財務活動によるキャッシュ・フロー  △150,087 35,811 185,898

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △79 △149 △70

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  140,869 441,185 300,315

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  142,840 283,710 140,869

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 283,710 724,895 441,185
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（４）利益処分案及び損失処理計算書 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成15年４月25日） 

当事業年度 
（株主総会承認予定日 
 平成16年４月27日） 

比較増減
(△印減) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 当期未処理損失  996,858 － △996,858

Ⅱ 次期繰越損失  996,858 － △996,858

   

Ⅰ 当期未処分利益  619,046 619,046

Ⅱ 利益処分額   

  利益準備金  － 16,370  

  配当金  － － 163,700 180,070 180,070

Ⅲ 次期繰越利益  － 438,976 438,976
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

移動平均法による原価法 

(1)商品 

同左 

 (2）貯蔵品 (2)貯蔵品 

 移動平均法による原価法 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

レンタル資産 

(1）有形固定資産 

レンタル資産 

 定額法 定額法 

  なお、主な耐用年数は３年から４年

であり、また、残存価額は零としてお

ります。 

 なお、主な耐用年数は３年から４年

であり、また、残存価額は零としてお

ります。 

 （会計処理の変更）  

  従来、事業の用に供した事業年度か

ら耐用年数により毎決算期において均

等償却する方法を採用しておりました

が、当事業年度より事業の用に供した

月から定額法により償却する方法に変

更しております。 

 この変更は、当事業年度に財務会計

上の月次決算制度が導入されたことに

伴い、月次のレンタル売上高に合わせ

て減価償却費の月次計上を行うことに

より、費用収益の対応を図ることがよ

り期間損益の適正化に資すると判断し

たため、変更するものであります。 

 この変更に伴い前事業年度と同一の

基準によった場合と比べ売上総利益、

営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は411,982千円増加しております。

 

 

 その他の有形固定資産 その他の有形固定資産 

 定額法 同左 

  なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。 

 

 建物           15年 

機械装置         ７年 

器具備品       ３～６年 

 

 (2）無形固定資産 (2)無形固定資産 

 定額法 同左 

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づいております。 

 

３．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 

 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、当

期に負担すべき支給見込額を計上して

おります。 

同左 

 (3)レンタル資産保守引当金 (3)レンタル資産保守引当金 

  期末現在貸出中のレンタル資産につ

いて、貸出に伴い発生する保守費用（洗

浄・消毒・修繕）に備えるため、発生

見込額を計上しております。 

 期末現在貸出中のレンタル資産につ

いて、貸出に伴い発生する保守費用（洗

浄・消毒・修繕）に備えるため、発生

見込額を計上しております。 

 （会計処理の変更）  

  従来、期末現在貸出中のレンタル資

産についての保守費用（洗浄・消毒・

修繕）は支出時の費用としておりまし

たが、当事業年度より貸出に伴い当然

に発生する保守費用の見込額を計上す

る方法に変更しております。 

 この変更は、介護保険法の施行後当

事業年度で約３年経過し、当社のレン

タル資産数量の増大及びレンタル資産

の貸出期間の経過により原状回復する

ための保守費用（洗浄・消毒・修繕）

の金額的重要性が今後増加することが

見込まれる中で、当事業年度において

レンタル資産管理コンピューターシス

テムの整備・運用が確立され、また保

守費用の発生データの分析及び保守作

業標準時間の計測等も可能となったこ

とから、レンタル売上高に対応して貸

出に伴い当然に発生する保守費用の発

生見込額を計上することが、期間損益

の適正化に資すると判断したため、変

更するものであります。 

 この変更に伴い前事業年度と同一の

基準によった場合と比べ売上総利益、

営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は474,876千円減少しております。
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

 (4)退職給付引当金 (4)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。なお、

数理計算上の差異については、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

 なお、退職給付債務の算定について

は、従来簡便法（期末自己都合退職金

要支給額の100％を計上）を採用してお

りましたが、従業員数が増加したため、

当事業年度から原則法へ変更しており

ます。この変更による期首の退職給付

債務増加額23,863千円は特別損失とし

て一括費用処理しております。この変

更に伴い前事業年度と同一の基準によ

った場合と比べ営業利益及び経常利益

は8,212千円増加し、税引前当期純利益

は15,651千円減少しております。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。なお、

数理計算上の差異については、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

  (5)役員退職慰労引当金 

 取締役の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

（会計処理の変更） 

  

────── 

 従来、取締役退職慰労金は支出時の

費用として計上しておりましたが、当

事業年度より取締役については内規に

基づく期末要支給額を引当計上する方

法に変更しております。 

 この変更は、当事業年度に取締役退

職慰労金の支給に関する内規を制定し

たことから、取締役の在任期間にわた

り費用を期間配分することにより期間

損益のより適正化を図るために行った

ものであります。 

 この変更により前事業年度と同一の

基準によった場合と比べ営業利益及び

経常利益はそれぞれ2,000千円減少し

税引前当期純利益は6,000千円減少し

ております。 

 なお、上記基準への変更につきまし

ては、取締役退職慰労金の支給に関す

る内規の制定が下半期に行われたた

め、中間 年度の首尾一貫性を欠くこと

になりました。したがって当中間会計

期間は従来の基準によっており、当事

業年度と同一の基準によった場合と比

べ、営業利益及び経常利益は1,000千

円、税引前当期純利益は5,000千円それ

ぞれ多く計上されております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、資産に係る控除対象外消費税等

は発生事業年度の期間費用としておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

前事業年度 
（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

１．レンタル資産の保守費用及び管理費用  

 従来、レンタル資産の保守費用及び管理費用（各営

業拠点において発生する費用で販売費を除くもの）に

ついては、販売費及び一般管理費として計上しており

ましたが、当事業年度より売上原価として計上する方

法に変更しております。 

 この変更は、当事業年度に営業拠点の拡大及びレン

タル資産数量の増大に伴い、保守及び管理費用の金額

的重要性が増加したことに対応して、レンタル資産に

係る保守作業の標準コストの設定、保守作業時間の計

測等により、レンタル売上高に対応する保守及び管理

費用の集計・分析が可能となったことから、これらの

費用を売上原価に計上することにより、損益区分をよ

り適正に表示するために行うものであります。 

 この変更に伴い前事業年度と同一の基準によった場

合と比べ売上原価が1,532,742千円増加し、売上総利益

が同額減少しております。 

 また、販売費及び一般管理費が同額減少しておりま

すが、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与

える影響はありません。 

 

────── 

 １．自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

 

────── 

当事業年度から｢自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準｣(企業会計基準第1号)を適用してお

ります。これによる当事業年度の損益に与える影響は

ありません。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の資本の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成15年１月31日） 

当事業年度 
（平成16年１月31日） 

※１ 会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数 ※１ 会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数 
 

会社が発行する株式の総数 80,000株

発行済株式総数 40,000株
  

 
会社が発行する株式の総数 160,000株

発行済株式総数 40,925株
  

※２ 関係会社に対する主要な負債 ※２ 関係会社に対する主要な負債 
 

買掛金 22,078千円

一年内支払予定割賦未払金 3,203,390千円

割賦未払金 4,869,109千円
  

 
買掛金 1,289千円

一年内支払予定割賦未払金 3,335,152千円

割賦未払金 2,649,962千円
  

※３ 割賦未払金は割賦契約に基づいて購入したレンタ

ル資産に係る未払金であります。 

※３          同左 

 

 
（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

※１ 固定資産除却損の内訳 ※１ 固定資産除却損の内訳 
 

建物 7,171千円

器具備品 51千円

ソフトウェア 3,523千円

計 10,745千円
  

 
器具備品 301千円

 

 
 
※２ 固定資産売却損の内訳 

 
 

器具備品 8,330千円

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。なお、販売費に属する費用

のおおよその割合は45％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は55％であります。 

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。なお、販売費に属する費用

のおおよその割合は42％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は58％であります。 
 

貸倒引当金繰入額 62,867千円

役員報酬 55,154千円

給与手当 734,905千円

賞与 97,781千円

賞与引当金繰入額 81,260千円

退職給付費用 28,561千円

法定福利費 127,479千円

減価償却費 58,509千円

情報処理費 110,356千円

租税公課 96,607千円
  

 
役員報酬 76,666千円

給与手当 831,922千円

賞与 82,481千円

賞与引当金繰入額 86,906千円

退職給付費用 17,686千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,000千円

法定福利費 155,231千円

減価償却費 93,155千円

旅費交通費 111,591千円

情報処理費 164,295千円

租税公課 121,795千円
  

※４ 研究開発費の総額  

一般管理費に含まれる研究開発費  

12,620千円
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成15年１月31日現在） （平成16年１月31日現在）
 

 （千円）

現金及び預金 283,710

現金及び現金同等物 283,710
  

 
 （千円）

現金及び預金 724,895

現金及び現金同等物 724,895
  

※２ 減価償却費には、少額レンタル資産の消費に係る

費用処理額を含めております。 

※２          同左 

※３ レンタル資産取得による支出には、固定資産以外

に貯蔵品勘定で処理されている少額レンタル資産

の取得による支出額を含めております。 

※３          同左 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

(1）取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円）

機械装置 124,426 93,826 30,600

器具備品 153,284 105,980 47,304

ソフトウェア 112,749 70,581 42,168

合計 390,459 270,387 120,072

  

 

 
取得価額相
当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円）

機械装置 61,800 53,659 8,140

器具備品 146,542 129,445 17,096

ソフトウェア 112,749 92,751 19,998

合計 321,091 275,856 45,234

  
(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 77,732千円

１年超 55,761千円

合計 133,493千円
  

 
１年内 46,423千円

１年超 9,260千円

合計 55,683千円
  

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
 

支払リース料 83,733千円

減価償却費相当額 77,712千円

支払利息相当額 4,553千円
  

 
支払リース料 80,072千円

減価償却費相当額 74,837千円

支払利息相当額 2,340千円
  

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 
 

１年内 87,352千円

１年超 104,855千円

合計 192,208千円
  

 
１年内 99,527千円

１年超 136,823千円

合計 236,350千円
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（有価証券関係） 
前事業年度（平成 15年１月 31日現在） 
 当社は、有価証券を保有していないため該当事項はありません。 
 
当事業年度（平成 16年１月 31日現在） 
 当社は、有価証券を保有していないため該当事項はありません。 
 
（デリバティブ取引関係） 
前事業年度（自 平成 14年２月１日 至 平成 15年１月 31日） 
 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
 
当事業年度（自 平成 15年２月１日 至 平成 16年１月 31日） 
 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
 
（退職給付関係） 
１．採用している退職給付制度の概要 
 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。 

 
２．退職給付債務及びその内訳 

 
前事業年度 

（平成15年１月31日） 
当事業年度 

（平成16年１月31日） 

① 退職給付債務（千円） △83,962 △170,187 

② 未認識数理計算上の差異（千円） － 56,639 

③ 退職給付引当金（千円）（①＋②） △83,962 △113,548 

 
３．退職給付費用の内訳 

 
前事業年度 

（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

① 勤務費用（千円） 33,574 32,913 

② 利息費用（千円） 1,031 1,679 

③ 簡便法から原則法への変更に伴う費用処理
額（千円）（注） 

23,863 － 

④ 退職給付費用（千円）（①＋②＋③） 58,468 34,592 

 （注） 前事業年度に退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法へ変更したことに伴い、期首時点での簡便法と

原則法による退職給付債務の差額を特別損失として一括費用処理しております。 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前事業年度 

（平成15年１月31日） 
当事業年度 

（平成16年１月31日） 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

② 割引率（％） 2.0 1.5 

③ 数理計算上の差異の処理年数（年） 5 5 

  各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。  
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成15年１月31日） 

当事業年度 
（平成16年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
 

 （千円）

繰延税金資産（流動） 

貸倒引当金 24,739

賞与引当金 27,849

レンタル資産保守引当金 198,498

繰越欠損金 210,475

その他 4,048

繰延税金資産（流動）計 465,611

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金 35,096

その他 17,936

繰延税金資産（固定）計 53,032

繰延税金資産合計 518,643
  

 
 （千円）

繰延税金資産（流動） 

未払事業税 109,833

貸倒引当金 16,592

賞与引当金 50,312

レンタル資産保守引当金 212,822

その他 21,451

繰延税金資産（流動）計 411,011

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金 45,873

その他 22,017

繰延税金資産（固定）計 67,891

繰延税金資産合計 478,902

 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 
 

法定実効税率 41.8％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3％

住民税均等割 3.0％

繰越欠損金充当額 △63.4％

繰延税金資産評価性引当減少 △18.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △34.5％
  

 
法定実効税率 41.8％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5％

住民税均等割 1.6％

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.9％

 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法 
定実効税率は、地方税法の改正（平成 16年４月１日 
以降開始事業年度より法人事業税に外形標準課税を導 
入)に伴い、当期末における一時差異のうち、平成 17 
年１月末までに解消が予定されるものは従来どおり改 
正前の税率でありますが、平成 17年２月以降に解消 
が予定されるものは改正後の税率に変更しております。

この変更による影響は軽微であります。 

 



－  － 27

（持分法損益等） 
前事業年度（自 平成 14年２月１日 至 平成 15年１月 31日） 
 当社は、非連結子会社及び関連会社がないため該当事項はありません。 

 
当事業年度（自 平成 15年２月１日 至 平成 16年１月 31日） 
 当社は、非連結子会社及び関連会社がないため該当事項はありません。 

 
（関連当事者との取引） 
前事業年度（自 平成 14年２月１日 至 平成 15年１月 31日） 
(1）親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

一年内支
払予定割
賦未払金 

3,203,390
レンタル資産
等の購入 

3,466,913 

割賦未払
金 

4,869,109

商品の購入 28,582 買掛金 22,078

被債務保証 500,000 ― ―

親会社 
三菱商事
株式会社 

東京都 
千代田区

126,609 総合商社
(被所有)
直接 

75.75

兼任3人
出向2人
転籍2人

レンタ
ル資
産・商品
の購入
等 

保証料 5 ― ―

コンピュータ
ー等のリース
料の支払 

92,342 未払金 4,808

一年内支
払予定割
賦未払金 

7,297
法人主要株
主 

ダイヤモ
ンドリー
ス株式会
社 

東京都 
千代田区

16,440 リース業
(被所有)
直接 

10.50
出向2人

レンタ
ル資産
の購入
等 レンタル資産

の購入 
― 

割賦未払
金 

64

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）当社は、親会社である三菱商事株式会社との間でレンタル資産の購入にあたって、福祉用具レンタル
卸サービス事業における資金効率の合理化を考慮し、割賦契約に基づく返済期間を４年とする割賦売

買取引を行っております。なお、当該割賦契約の取引条件については一般の取引条件と同等の条件に

より決定しております。 
 

(2）当社は三菱商事株式会社の子会社である三菱商事フィナンシャルサービス株式会社からの借入に対し
て三菱商事株式会社より債務保証を受けております。なお、被保証債務の金額は期末時点の極度額を

記載しております。 
 
(3）当社は、法人主要株主であるダイヤモンドリース株式会社との間でレンタル資産の購入及びコンピュ
ーター等のリース契約を結んでおります。取引条件については一般の取引条件と同等の条件により決

定しております。 
 
(4）取引金額には消費税等が含まれておらず、また期末残高には消費税等が含まれております。 
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(2）兄弟会社等 
関係内容 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

資金の貸付 2,655,000 
短期貸付
金 

800,000

受取利息 136 未収収益 16

資金の借入 195,000 ― ―

親会社の子
会社 

三菱商事
フィナン
シャルサ
ービス株
式会社 

東京都 
千代田区

2,680 金融業 ― ― 
資金貸
借取引

支払利息 49 ― ―

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社は、親会社の子会社である三菱商事フィナンシャルサービス株式会社と資金貸借取引を行ってお 
ります。資金の貸付については、余剰資金の運用のための貸付であります。貸付条件は市場金利を基準

に決定しております。また、資金の借入については、当社の運転資金として借入を受けたものでありま

す。借入条件は一般の条件と同一であります。 
 

(2) 取引金額には消費税等が含まれておらず、また期末残高には消費税等が含まれております。 
 

当事業年度（自 平成 15年２月１日 至 平成 16年１月 31日） 
(1)親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

一年内支
払予定割
賦未払金 

3,335,152
レンタル資産
等の購入 

995,615 

割賦未払
金 

2,649,962
親会社 

三菱商事
株式会社 

東京都 
千代田区

126,610 総合商社
(被所有)
直接 

74.03

兼任4人
出向3人
転籍1人

レンタ
ル資
産・商品
の購入
等 

商品の購入 58,762 買掛金 1,289

コンピュータ
ー等のリース
料の支払 

89,904 未払金 12,331

法人主要株
主 

ダイヤモ
ンドリー
ス株式会
社 

東京都 
千代田区

16,440 リース業
(被所有)
直接 

10.26
出向2人

リース
取引 

レンタル資産
の購入 

－ 
一年内支
払予定割
賦未払金 

353

 
   (注) 三菱商事株式会社及びダイヤモンドリース株式会社の資本金は平成 15年９月末現在の金額であります。 
 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(1) 当社は、親会社である三菱商事株式会社との間でレンタル資産の購入にあたって、福祉用具レンタル

卸サービス事業における資金効率の合理化を考慮し、割賦契約に基づく返済期間を４年とする割賦売買

取引を行っておりましたが、平成 15 年４月より、一部のレンタル資産につきましては福祉メーカーと
の直接取引を開始しており、平成 15年 12月以降の新規レンタル資産の取得につきましては、全て福祉
用具メーカーとの直接取引となっております。 

 
(2) 当社は三菱商事株式会社の子会社である三菱商事フィナンシャルサービス株式会社からの借入に対

して三菱商事株式会社より債務保証を受けておりましたが、平成 15年 5月 31日付で解消しております。 
 

(3) 当社は、法人主要株主であるダイヤモンドリース株式会社との間でコンピューター等のリース契約を

結んでおります。取引条件については一般の取引条件と同等の条件により決定しております。 
 

(4) 取引金額には消費税等が含まれておらず、また期末残高には消費税等が含まれております。 
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(2)役員 

関係内容 

属性 名称 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％）

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

資本金 2,500
渡邉勝利 － － 

当社代表
取締役 

0.24 － －
当社発行
新株の引受
(注)１

5,000 

資本準備金 2,500

資本金 625
役員 

石橋進一    － － 
当社常務
取締役 

0.06   － －
当社発行
新株の引受
(注)２

1,250 
資本準備金 625

 
    (注) １．割当株式数は 100株であります。 
    (注) ２．割当株式数は 25株であります。 
 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(1) 当社は、平成 14年 12月 19日開催の取締役会及び平成 15年１月 23日開催の臨時株主総会決議に基づ 
き、特に有利な価額をもって第三者割当により普通新株式を発行いたしました。発行価格は 1 株につき
50,000円であり、1株当たり資本金額を参考にして決定しております。 

 
(3)兄弟会社等 

関係内容 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

資金の貸付 5,260,000 
短期 
貸付金 

2,600,000
親会社の子
会社 

三菱商事
フィナン
シャルサ
ービス 
株式会社 
(注)１ 

東京都 
千代田区

2,680 金融業 ― ― 
資金貸
借取引

受取利息 546 未収収益 22

 
    (注) １．三菱商事フィナンシャルサービス株式会社の資本金は平成 16年１月末現在の金額であります。 
 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(1) 当社は、親会社の子会社である三菱商事フィナンシャルサービス株式会社と資金貸借取引を行っており 
ます。資金の貸付については、余剰資金の運用のための貸付であります。貸付条件は市場金利を基準に決

定しております。また、資金の借入については、当社の運転資金として借入を受けたものであります。借

入条件は一般の条件と同一であります。 
 

(2) 取引金額には消費税等が含まれておらず、また期末残高には消費税等が含まれております。 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

 
１株当たり純資産額 25,078.53円

１株当たり当期純利益金額 46,330.54円
  

 
１株当たり純資産額 66,103.75円

１株当たり当期純利益金額 39,749.70円
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権残高がありますが、当社株式は当事

業年度末においては非上場であり、かつ店頭登録もして

いないため、期中平均株価が把握できませんので、記載

しておりません。 

（追加情報）  

 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を早期適用しております。なお、これによ

る影響はありません。 

 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

当期純利益（千円） 1,853,221 1,615,904 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,853,221 1,615,904 

期中平均株式数（株） 40,000 40,652 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

(1）当社は、平成14年12月19日開催の取締役会及び平成

15年１月23日開催の臨時株主総会において、特に有

利な価額をもって第三者割当による新株式の発行を

決議し、平成15年３月１日付で新株式を発行した結

果、当社の発行済株式総数は40,125株、資本金は

2,003,125千円となりました。発行内容は下記の通り

です。 
 
・発行新株式の種類及び数 普通株式125株

・新株の発行価格 １株につき50,000円

・発行価額の総額 6,250,000円

・資本組入額 １株につき25,000円

・資本組入額の総額 3,125,000円

・申込期日 平成15年２月27日

・払込期日 平成15年２月28日

・配当起算日 平成15年３月１日
  
・割当先、割当株数並びに申込株数 

代表取締役社長 渡邉勝利 

上限100株の割当株数に対し、申込株数100株 

取締役 石橋進一 

上限50株の割当株数に対し、申込株数25株 

(2）当社は、平成14年12月19日開催の取締役会、平成15

年１月23日開催の臨時株主総会並びに平成15年１月

23日開催の取締役会において、特に有利な条件をも

って新株予約権の発行を決議し、当社従業員に対し

てストックオプションとして新株予約権を無償で発

行しました。発行内容は下記の通りです。 

 当社は、平成16年１月27日及び平成16年２月９日開催

の臨時取締役会において、下記のとおり新株式の発行を

決議し、平成16年２月26日に払込が完了いたしました。

 この結果、平成16年２月27日付で当社の発行済株式総

数は44,925株、資本金は2,893,125千円となりました。発

行内容は下記の通りです 

・募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング方式

による募集) 

・発行する株式の種類 

及び数 

：普通株式    4,000株 

・引受価額 ：１株につき  611,000円

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払

込金として受取った金額であります。なお、発行価

格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金と

なります。 

・発行価額 ：１株につき  425,000円

(資本組入額  212,500円)

・発行価額の総額 ：     1,700,000千円

・払込金額の総額 ：      2,444,000千円

・資本組入額の総額 ：      850,000千円

・資本剰余金の増加額 ：     1,594,000千円

・払込期日 ：平成16年２月26日 

・配当起算日 ：平成16年２月１日 

・資金の使途 ：新規レンタル資産の調達資

金に充当する予定でありま

す。 
 

・新株予約権の目的となる株式の種類及び数  

普通株式197株（注１）  

・新株予約権の行使時の払込金額 

１株につき50,000円（注２） 

 

・新株予約権の行使期間  

平成17年２月１日から平成25年１月22日  

・新株予約権の行使条件（注３）  

・新株予約権の譲渡に関する事項  

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要す

る。 

 

・新株予約権発行日  

平成15年２月28日  

・付与対象者の区分及び人数  

当社の従業員 64名  

支店長     ：８名、55株  

室長・次長・課長：６名、48株  

（注１）普通株式200株を上限とする。  



－  － 32

前事業年度 
（自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

（注２）新株予約権の行使により発行する株式の発行価

額中資本に組入れない額は、１株につき

25,000円とする。 

 

（注３）新株予約権の権利行使についての条件に関する

事項 

 

① 新株予約権者は、当社の普通株式にかかる株券

が上場もしくは店頭登録された場合に限り、新

株予約権を行使することができる。 

 

② 新株予約権の一部行使はできないものとする。  

③ 新株予約権者は、株式公開後６か月を経過する

日までの間は新株予約権の行使はできないもの

とする。なお、株式公開とはいずれかの証券取

引所における上場、または日本証券業協会にお

けるジャスダック上場を意味する。 

 

④ 新株予約権者は、権利行使日において、当社の

取締役または従業員たる地位にあることを要す

る。ただし、定年退職その他取締役会が正当な

理由であると認めた場合は、この限りではない。

 

⑤ 新株予約権者は、新株予約権の割当後、権利行

使時までに、禁錮刑以上の刑に処せられていな

いこと、当社の就業規則により降任・降格以上

の制裁を受けていないこと、および当社所定の

書面により新株予約権の全部または一部を放棄

する旨を申し出ないことを要する。 

 

⑥ 新株予約権者が権利行使可能期間内に死亡した

場合は、死亡後６か月以内（ただし、権利行使

期間の末日を超えない）に限り、新株予約権者

の相続人が新株予約権を行使できる。 

 

⑦ 権利行使期間内のいずれの年においても、新株

予約権者は、新株予約権行使にかかる行使価額

の年間（１月１日から12月31日まで）の合計額

（新株予約権以外に租税特別措置法第29条の２

に定める他の特定新株予約権等を権利行使して

いる場合には当該権利行使価額の合計額を含

む）が1,200万円（または行使時において租税特

別措置法の適用を受けることができる権利行使

価額の年間の合計額）を超過することになる新

株予約権の行使をすることはできない。 
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５．生産、受注及び販売の状況 

 

（1）生産実績 

 該当事項はありません。 
 
（2）商品仕入実績 

 当事業年度の商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

事業部門別 
第６期 

（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

前年同期比（％） 

福祉用具販売卸事業（千円） 372,661 189.0 

合計（千円） 372,661 189.0 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
 
（3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

事業部門別 
第６期 

（自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日） 

前年同期比（％） 

福祉用具レンタル卸サービス事業（千円） 11,514,960 123.8 

福祉用具販売卸事業（千円） 405,377 172.6 

合計（千円） 11,920,337 125.0 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
 
 

６．役員の異動 

 
（1）代表者の異動 

 該当事項はありません。 
 
（2）その他の役員の異動 

① 新任監査役候補（平成16年４月27日就任予定） 
 （常勤）監査役 加藤 尞一（現 ダイヤモンドリース株式会社 顧問） 
(注)  加藤 寮一氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第1項に定める「社外監査役」であります。 
② 退任予定監査役 
 （常勤）監査役 穐山 健太郎 
③ 昇格取締役（平成16年2月1日をもって就任いたしました。） 
  常務取締役管理本部長 大西研一  
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